
告 示

�愛媛県告示第１１１３号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２８年度の事業計画を、平成２８年９月２８日次のとおり定めた。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

西条市丹原町関屋、高松、長野、石経、来見、北田野及び川根地域

に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定によ

り、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業 田野・中川地

区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２８年１０月１１日から１１月８日まで

３ 縦覧場所

西条市役所本庁、同東予総合支所、同小松総合支所及び同丹原

総合支所

�������
�愛媛県告示第１１１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

今治市玉川町別所、八幡、小鴨部、今治市五十嵐、四村及び新谷地

域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定に

より、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・犬塚地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２８年１０月１１日から１１月８日まで

３ 縦覧場所

今治市役所本庁及び同玉川支所

�������
�愛媛県告示第１１１６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、新居浜市長から次のとおり公共測量が

終了した旨の通知があった。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（２級及び３級基準点）

２ 作業期間 平成２８年７月７日から

９月１５日まで

３ 作業地域 新居浜市田所町、高津町
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調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

宇 和 島 市

大浦の一部 平成２９年３月３１日まで 地籍調査

上畑地の一部 〃 〃

下畑地の一部 〃 〃

大浦の一部 〃 数値情報化

上畑地の一部 〃 〃

下畑地の一部 〃 〃

四国中央市

富郷町寒川山の一
部 平成２９年３月３１日まで 地籍調査

川滝町下山領家の
一部 〃 〃

金生町山田井の一
部 〃 〃

富郷町津根山の一
部 〃 〃

土居町上野の一部 〃 〃

新宮町馬立の一部 〃 数値情報化

土居町上野の一部 〃 〃

金生町山田井の一
部 〃 〃

金砂町平野山の一
部 〃 〃

毎週（火・金）曜日発行 第２８１４号 平成２８年１０月７日
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�愛媛県告示第１１１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市神戸土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２８年１０月７日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

就 任

退 任

�愛媛県告示第１１１７号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１８号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）

第５条第６項の規定により告示する。

平成２８年１０月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年１０月７日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

三第
２２号

四国中央市三島宮川四丁目６番
５３号

四国中央地区食品衛生協会 売りさばき人名称
四国中央地区食品衛生協会

売りさばき人名称
四国中央食品衛生協会

平成２８年
９月２０日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

八第
２５号

八幡浜市１５８１番地２１ 九四商事株式会社 八幡浜市沖新田１５８６番地
観光ビル１階待合所売店

平成２８年９月３０日

御第
４号

南宇和郡愛南町城辺甲１９８０番地 倉田 朝之 南宇和郡愛南町城辺甲１９８０番地 平成２８年９月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 野 秀 幸 西条市中野甲１０９８番地３

〃 高 橋 信 晃 西条市中野甲１２２８番地１０

〃 西 坂 増 美 西条市中野甲９２４番地

〃 藤 田 茂 秋 西条市中野甲６６７番地

〃 國 田 喜 作 西条市中西３８１番地

〃 近 藤 � 雄 西条市洲之内甲６２７番地

〃 工 藤 清 志 西条市洲之内甲８０７番地２

〃 安 藤 勝 俊 西条市安知生６５２番地

〃 野 口 公 哉 西条市安知生７０５番地

監 事 � 木 一 西条市中野甲１５３２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 野 秀 幸 西条市中野甲１０９８番地３

〃 高 橋 信 晃 西条市中野甲１２２８番地１０

〃 西 坂 増 美 西条市中野甲９２４番地

〃 藤 田 茂 秋 西条市中野甲６６７番地

〃 國 田 喜 作 西条市中西３８１番地

〃 近 藤 � 雄 西条市洲之内甲６２７番地

〃 工 藤 清 志 西条市洲之内甲８０７番地２

〃 安 藤 勝 俊 西条市安知生６５２番地

〃 野 口 公 哉 西条市安知生７０５番地

監 事 � 木 一 西条市中野甲１５３２番地

〃 塩 崎 隆 志 西条市中野甲３２０番地１

〃 西 原 昇 西条市安知生３３１番地２

〃 塩 崎 隆 志 西条市中野甲３２０番地１

〃 西 原 昇 西条市安知生３３１番地２

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２８中局建（開）第２５号

平成２８年９月２７日
伊予郡松前町大字鶴吉字三瀧８６６番４

伊予郡松前町大字鶴吉８２１番地１

松 田 和 大

愛 媛 県 報平成２８年１０月７日 第２８１４号
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監 査 公 表

�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２８年１０月７日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 毛 利 修 三

同 黒 川 洋 介

同 岡 田 清 隆

�愛媛県告示第１１２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年１０月７日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２８南局管（開）第３号

平成２８年９月２７日

北宇和郡鬼北町大字近永 ７１番、７２番、７７番１、７８番、７９番、８０番１、８１

番１、８２番１、８３番、８５番１、８６番１、２１６番、２３２番

北宇和郡鬼北町大字近永１０２７番地

特定非営利法人 ひだまり工房

理事長 高 木 真 弓

て、８０，６１０円を不納欠損とした結果、平成２７年度末には、前年度より債

務者数で２者減の５４５者、収入未済額で２６５，４９０円減の４７，６０３，７１０円とな

っている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権の

整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

医 療 対 策 課 平成２７年８月２０日

（監査の結果）

看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ４３２，０００ １，５４８，０００ １，９８０，０００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ２１６，０００ １，４２２，０００ １，６３８，０００

差引増減 ２１６，０００ １２６，０００ ３４２，０００

（措置の内容）

債務者に経済的余裕がないため、下記のとおり未収金が生じているも

のであり、文書及び電話等による償還指導に努めている。

債務者Ａ 債務者Ｂ 債務者Ｃ 計

２２年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２３年度 ３８４，０００ ３８４，０００

２４年度 ３８４，０００ １８０，０００ ５６４，０００

２５年度 ２１６，０００ ２１６，０００

２６年度 ４３２，０００ ４３２，０００

計 １，１５２，０００ １８０，０００ ６４８，０００ １，９８０，０００

【債権者への対応状況】

○債務者Ａ・・・電話や文書、面談による納付指導を実施していたとこ

ろ、平成２５年１２月に免除申請したい旨の申し出があったため、関係書

類を送付。平成２７年度の複数回の提出指導時は、毎回、提出するとの

回答があるものの、未だ提出がない状況。

○債務者Ｂ・・・電話や文書による納付指導により、平成２７年７月に９０

，０００円、平成２８年１月に９０，０００円の納付があり、元金について全額償

還となった。

○債務者Ｃ・・・電話や文書による納付指導を実施しているが、債務者

から給与収入の減により返還が難しい旨の連絡があった平成２６年５月

以降は、電話連絡に応じない状況が続いている。このため、債務者へ

の納付指導を継続しつつ、保証人に対する請求の実施を検討している

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２７年８月１１日

（監査の結果）

収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

代執行費用については、責任があると認められる者に対して請求を行

い、資力のある者からの回収に努めてきたところであるが、平成２８年５

月末日現在における収入未済額は５７，３９３，１８３円となっている。

ついては、代執行費用の３／４の助成を受けている（公財）産業廃棄

物処理事業振興財団と協議を行い、適切な措置を講じていくこととして

いる。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２７年８月２０日

（監査の結果）

収入未済の生活安定資金貸付金償還金について、適切に債権管理され

たい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度及び１７年度 ５４７者 ４７，８６９，２００ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人へ

連絡等を行い、生活状態等の確認や償還督励を実施し、また、行方不明

者についても追跡調査を行うよう要請してきたところ。

その結果、平成２６年度末の未収入金４７，８６９，２００円のうち、平成２７年度

中に１８４，８８０円を回収した。また、時効援用の申立があった１名につい

愛 媛 県 報平成２８年１０月７日 第２８１４号
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状況。

今後も、債務者及び保証人に対して電話や文書等による指導を行うほ

か、債務者及び保証人の状況把握等により、未収金の縮減に努めてまい

りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２７年８月２５日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、収入未済額の縮減に、引き続き努め

られたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ １，２２７，７９０ １，２２７，７９０
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４１，４３０ ２，１５０，４３０ ２，１９１，８６０

差引増減 △４１，４３０ △９２２，６４０ △９６４，０７０

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １３，８０３，８５８ ２３２，９８８，２３３ ２４６，７９２，０９１
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １５，３９０，３５３ ２２４，８０３，５９８ ２４０，１９３，９５１

差引増減 △１，５８６，４９５ ８，１８４，６３５ ６，５９８，１４０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５５３，３９４ ２０，８７２，３１６ ２１，４２５，７１０
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ７２２，５４７ ２０，６６１，７８８ ２１，３８４，３３５

差引増減 △１６９，１５３ ２１０，５２８ ４１，３７５

３ 収入未済の入所施設等保護者負担金（母子生活支援施設に係るもの）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，１００ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促など納入指導に努めているも

のの、平成２８年５月末時点で収入未済額は１，３４６，５４０円（平成２７年度

分を含む）となっている。

納入指導については、制度の趣旨や返還金の発生理由について説明

を行うとともに、個々の債務者の実態に応じて督促等を継続している。

また、当該返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により

発生していることから、町に対して受給者に対する現況届や資格喪失

届の提出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知

徹底を図り、今後も返還金の発生の未然防止に努めたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、

資金の貸付申請時において母子・父子自立支援員による制度の十分な

説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には必要

に応じて借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となったものについては、資金の貸付けの段階から本人への相

談・指導にあたっている県下の母子・父子自立支援員全員の協力を得

ながら、督促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人へ

の電話、訪問を行うなど償還指導に努めた。

また、償還期間が終了しているにも関わらず、未だ償還金を滞納し

ている本庁所管分の３４７件（未納額１１１，１２１，１５５円）について、一斉に

催告書を発出し、収入未済額の減少に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２６８，２１７，８０１円のうち、６，３

２６，７０３円が平成２７年度内に納入されたが、平成２７年度償還分１２，１７２，０

６４円が未収となったことから、平成２７年度末の収入未済額は２７４，０６３，

１６２円となっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めた

い。

３ 当該債務者については、所在不明であるため、まず、現住所を把握

できるよう各機関に照会している。また、今後、所在の分かる債務者

については、福祉事務所や母子生活支援施設と連携を取りながら、納

入を指導するとともに、規則に基づく事務処理に遺漏ないよう努めて

まいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２７年８月２５日

（監査の結果）

１ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ２９７，０００ 平成２６年度決算によ
る

２ 収入未済の障害者自立支援基盤整備事業費補助金返還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 １６，６６２，５９１ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

１ 年金受給権者死亡届提出の遅延により発生した心身障害者扶養共済

制度年金の過払分について、県がその事実を知った平成２０年６月から

年金受給権者の遺族に対し過払分の返還を求めているところである。

納入義務者から平成２１年４月に県に対して履行期限延期申請書の提

出があったため、分割納付を認め、平成２６年までに１４３，０００円を回収

したところである。

平成２７年度は返済がなかったが、引き続き生活状況の把握に努め、

適切に納入指導を行うことといたしたい。

２ 平成２６年２月に補助対象事業者であるＡ社が破産手続を開始したた

め、同年５月から６月にかけて、補助金の交付決定を取り消して補助

金の返還を請求するとともに、破産管財人に対して交付要求を行い、

債権の回収に努めたが、平成２７年３月１７日に費用不足による破産手続

廃止の決定が確定し、同月１９日には法人登記簿も閉鎖されたため、債

権の回収は困難であることから、債権放棄を含め適切な債権管理に努

めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

企 業 立 地 課 平成２７年８月１２日
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（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、未だ

に返納されていない。

今後も社長への定期的な訪問や税関との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２７年８月１２日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１８年度 １者 ３４，８００ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

電話連絡や家庭訪問等を行い、未償還金の回収に努めたが、平成２７年

度は償還に至らなかった。

今後とも、催告を継続するほか、分納納入の指導を行うなど、早期完

納に向け努力してまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 平成２７年８月６日

（監査の結果）

中小企業振興資金特別会計における収入未済の高度化資金貸付金償還

金、繊維工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金

及び施設共同化資金貸付金償還金について、適切に債権管理されたい。

（高度化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１８年度 １者 ９５８，９４２，５３０ 平成２６年度決算によ
る

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１３年度～１９年度 ３者 ２０３，５９１，０４３ 平成２６年度決算によ
る

（設備近代化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

５年度及び６年度 １者 ４，５８０，０００ 平成２６年度決算によ
る

（施設共同化資金貸付金償還金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

５年度及び６年度 １者 ９，３２２，７７９ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

高度化資金貸付金償還金については、貸付先であるＣ社は、平成２４年

５月３０日に管轄の地方裁判所において、民事再生手続終結の決定が確定

したことから、連帯保証人からの回収に努め、平成２７年度は１３，１００，０００

円を回収した。残る収入未済額９４５，８４２，５３０円については、連帯保証人

の状況から判断して、これ以上の回収は不能であるため、平成２８年２月

定例議会に権利の放棄に係る議案を上程し、議決されたことから不納欠

損処分を行った。

繊維工業構造改善資金貸付金償還金については、平成２６年度末の収入

未済額は３組合２０３，５９１，０４３円であったが、平成２６年度は、１組合から

収入未済額の全額となる７０，６０９，４５８円を回収するとともに、１組合から

１６９，２４９円を回収した。残る２組合に対する収入未済額１３２，８１２，３３６円に

ついては、貸付先や連帯保証人の状況から判断して、これ以上の回収は

不能であるため、平成２８年２月定例議会に権利の放棄に係る議案を上程

し、議決されたことから不納欠損処分を行った。

設備近代化資金貸付金償還金については、平成２５年度から分割償還誓

約書に基づく分割償還を進めており、平成２６年度末時点で１企業４，５８０，

０００円のところ、平成２７年度は２，１００，０００円を回収し、平成２７年度末では

２，４８０，０００円となっている。今後とも、関係金融機関と連携して当該企

業の事業再生を支援しながら、適切な債権管理に努めたい。

施設共同化資金貸付金償還金については、平成２６年度末の収入未済額

は１組合９，３２２，７７９円であったが、貸付先の組合は既に解散しており、

連帯保証人の状況から判断して、これ以上の回収は不能であるため、平

成２８年２月定例議会に権利の放棄に係る議案を上程し、議決されたこと

から不納欠損処分を行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２７年８月１２日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８，０００，０００ ５０，１５２，９４７ ５８，１５２，９４７
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ８，０００，０００ ５１，７１７，９４７ ５９，７１７，９４７

差引増減 ０ △１，５６５，０００ △１，５６５，０００

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度～２１年度 ３者 １，０５５，３５５ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２６年度末で６件５８，１５２，９４７円（件数は実債務者数）の未収金

が生じており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、平

成２７年度中に３，０７５，０００円が償還された。平成２８年度は５月末までに

３００，０００円が償還されたが、平成２７年度に新たに８，０００，０００円の未収金

が発生したことから、平成２８年５月末現在の未収金総額は、６件６２，７

７７，９４７円となっている。

今後とも、地方局等を通じて債務者の状況を把握するなど、適正な

債権管理を行い、納期限内の収入確保に努めるとともに、適切な償還
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指導により、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成２７年度末で３件１，０５５，３５５円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、貸付金償還金完済後の納入を

指導しているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２７年８月１２日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計については、昭和５９年度以降歳入不足額が生

じ、毎年度繰上充用の措置が講じられているところであるが、平成２６年

度末の歳入不足額は２３億４，７３６万円と前年度より３，８００万円増加しており、

さらに、平成２６年度の木材価格は県営林経営改善計画策定当時（平成１１

年度）の５割程度まで下落していることから、平成２７年３月に見直しを

行った県営林経営改善計画を着実に実行するなど、今後の健全な経営に

向けて、より一層努められたい。

（措置の内容）

県営林経営事業特別会計については、平成２７年３月に見直した「県営

林経営改善計画」に基づき、新たに盛り込んだ次の改善策等を順次推進

し経営改善に努めているところである。

�森林を採算林、不採算林に区分し管理。

�分収林の不採算林は無償解約、採算林は契約を延長。

�県有林の採算林は、７０年サイクルの森林を目指す。

�平成２８年度から人員を削減（４名→３名）

�県有林経営事業基金は処分し、償還金に補填。

�林業躍進プロジェクト等の施策を積極的に推進。

�平成２８年度から償還金に対しても一般会計から繰入。

今後も、この変更計画を着実に実行し、財政健全化が早期に図られる

よう鋭意努力して参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２７年８月３１日

（監査の結果）

１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ ２，１９９，０００ ２，１９９，０００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ０ ２，２３４，０００ ２，２３４，０００

差引増減 ０ △３５，０００ △３５，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営を強い

られる中、平成２６年度末で２名分２，１９９，０００円の滞納繰越が生じてい

る。これに対して、定期的に本人と面談して、分割による償還を指導

してきた結果、平成２７年度は、４月に１名から計２０，０００円、別の１名

からは３０，０００円を収入した。

今後とも、適正な償還指導を通じて未収金の早期収入に努め、債権

全体の回収に繋げて参りたい。

２ 違約金については、平成２６年度末で１名分９６９，５１７円の６か月を超

える長期延滞が生じており、定期的に本人と面談して違約金の早期納

入を指導している。当面は、償還金（元本）の縮減を優先しているが、

早期に違約金の支払いが可能となるよう、適正な納入指導を継続する

こととしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２７年８月１９日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８５，３５４ ２９，６３８，６５８ ２９，７２４，０１２
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４０４，２３１ ３１，６２５，６２４ ３２，０２９，８５５

差引増減 △３１８，８７７ △１，９８６，９６６ △２，３０５，８４３

（措置の内容）

平成２６年度末時点における住宅貸付損害金（１０５名２９，７２４，０１２円）の

退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところ、平成２７年度中

に２名から計２７５，０００円の入金（うち１名は全額納付し、計２６５，０００円の

入金。１名は分割納付し、１０，０００円の入金。）があったため、１０４名２９，

４４９，０１２円となった。

また、時効１０年を経過し、かつ、所在不明等により回収困難な債権２

件１，３５６，３０４円について、議会の議決を経た上で、権利を放棄し、不納

欠損処分を行ったため、最終的な過年度分未収金については１０２名２８，０９

２，７０８円となった。

なお、新たに提訴した明渡訴訟により退去した者への住宅貸付損害金

３名７８８，７５０円が発生、催告通知等回収に努めたが、結果的に入金等を

得ることが出来ず、平成２７年度末現在で住宅貸付損害金は、１０５名２８，８８

１，４５８円となった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努めると

ともに、より一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２７年度 ７８８，７５０ ２８，０９２，７０８ ２８，８８１，４５８
金額は各
年度の決
算による

２６年度 ８５，３５４ ２９，６３８，６５８ ２９，７２４，０１２

差引増減 ７０３，３９６ △１，５４５，９５０ △８４２，５５４

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２７年８月２４日

（監査の結果）

奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５３，５４４，５００ １１６，７４８，５００ １７０，２９３，０００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ５０，３５８，０００ ９０，９３１，４００ １４１，２８９，４００

差引増減 ３，１８６，５００ ２５，８１７，１００ ２９，００３，６００

（措置の内容）

奨学資金貸付金償還金については、奨学生の新規採用時及び貸与終了

時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨学金返

還義務等を指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開始する者全員

に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期限の厳守を指導し

ている。

また、平成１６年度に配置した、督促・返還指導等を業務とする「奨学

生指導員」（非常勤嘱託。平成２５年度より１名増員し３名。）と係員が

連携し、未納者本人や連帯保証人等に対する訪問や電話での返還指導を

強化しているほか、平成２６年度以降は、資力がありながら返還に応じな

い滞納者に対して法的措置（裁判所を通じた支払督促や給与等の差し押

さえ）を実施するなど、滞納繰越額の縮減に努めている。その結果、平

成２６年度末現在の未収額１７０，２９３，０００円については、平成２７年度に２１，０４

６，０００円を収納し、滞納繰越額は１４９，２４７，０００円となった。他方、旧育英

会移管分の返還開始に伴う返還者の増大などにより、平成２７年度新たに

８２３件、５７，６２１，０００円の未収金が発生したため、平成２７年度末現在の滞

納額は、過年度分と合わせて２０６，８６８，０００円となった。

今後は、さらにきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２７年８月２０日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ４６，３７２，５８５ ４８４，５１６，６８７ ５３０，８８９，２７２
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４８，６７４，５７４ ４５１，６７５，６２９ ５００，３５０，２０３

差引増減 △２，３０１，９８９ ３２，８４１，０５８ ３０，５３９，０６９

（措置の内容）

平成２７年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、１０３，８９７，６４２円の調定額に対し、収納額５９，３１６，０３９円とな

っており、収納率は５７．１％であった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や各

種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学生で

あった者やその保護者と面談するなどして返還指導を実施した結果、平

成２７年度中に１４，８１８，５４２円を収納し、平成２８年３月末現在では５１５，６０４，

９０１円となったが、新たに平成２７年度の未収金４４，５８１，６０３円が発生した

ことから、平成２７年度末の収入未済額は５６０，１８６，５０４円となっている。

平成２３年度からはすべての未納対象者に対し「未納状況通知書」を送

付することで、さらに返還を促すとともに、平成２５年度からは奨学生指

導員を１名配置し、市町担当者と連携を密に図り、返還に係る相談者に

も丁寧に対応している。また面接指導の回数を増やすなど係全員体制で

より効果的な運用を図っている。

今後は、さらにきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識を

高揚させることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２７年７月１４日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２７９，３０５，６３２ ６１９，７１１，５７４ ８９９，０１７，２０６
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ３１２，６７２，２１０ ６９２，６０８，１４３ １，００５，２８０，３５３

差引増減 △３３，３６６，５７８ △７２，８９６，５６９ △１０６，２６３，１４７

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において滞納

整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとともに、

滞納整理強化月間の設定、差押の早期着手と換価処分の促進などを実施

し、滞納整理に努力した結果、平成２７年度に繰り越した未収入金８９９，０１

７，２０６円が平成２７年１２月３１日現在で７０２，３９９，２７７円に減少した。

平成２７年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペー

ン」や、口座振替の推進などにより納期内自主納税の促進に努めるとと

もに、タイヤロックをはじめ債権を中心とした差押等厳しい姿勢での滞

納処分の実施により、平成２７年１２月３１日時点の未収入金は４，６２８，６６３，５４

８円となった。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限

内の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２７年７月１４日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、収入未済額の縮減に、引き続き努めら

れたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ０ ３０９，５０５ ３０９，５０５
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ０ ３１４，５０５ ３１４，５０５

差引増減 ０ △５，０００ △５，０００

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １０，３７３，８４０ ２８，９４４，１６５ ３９，３１８，００５
金額は各
年度の決
算による２５年度 １０，３２０，７６４ ２３，５８０，９６３ ３３，９０１，７２７
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差引増減 ５３，０７６ ５，３６３，２０２ ５，４１６，２７８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３０９，４４９ １，４１６，７８４ １，７２６，２３３
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ２７４，４００ １，３１８，２１６ １，５９２，６１６

差引増減 ３５，０４９ ９８，５６８ １３３，６１７

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し督促状・催告書の送付や臨戸

訪問による納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分３０９，５０５円のうち、１０，０００円が

納入された。

しかしながら、滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者である

ため、計画どおりの返還が困難となったため、平成２７年度の収入未済

額は２９９，５０５円となったことから、今後も粘り強く返還指導を行い、

滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申

請時に母子・父子自立支援員が制度を十分説明し適正な償還計画を作

成するよう指導するとともに、償還開始直前には借受者に償還が始ま

ることを連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話、臨戸訪問による償還指導を行うとと

もに、連帯保証人に対しても借主に対する返済の働き掛けや連帯保証

人自身からの償還を依頼するなど、納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分４１，０４４，２３８円のうち、７，３７１，８５

８円が納入された。

しかしながら、償還者の就職難や疾病などによる経済状況の悪化に

より償還が困難となる者が多く、平成２７年度償還分９，２６３，８１９円が未

収となったため、平成２７年度の収入未済額は４２，９３６，１９９円となったこ

とから、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘り強

く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めて参りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２７年７月１４日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８８７，４００ ６，２９３，０００ ７，１８０，４００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，６１２，３００ ６，２００，６００ ７，８１２，９００

差引増減 △７２４，９００ ９２，４００ △６３２，５００

（措置の内容）

県営住宅貸付料は、平成２６年度末時点で７，１８０，４００円の収入未済であ

ったが、滞納者や保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を行い

納付指導に努めた結果、繰越金の１４．０％、１，００８，３００円の滞納家賃の納

付があった。

なお、平成２７年度において９９６，７００円が新たに未収となったことから、

平成２７年度末現在の収入未済額は７，１６８，８００円となっている。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起するこ

ととしている。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２７年７月２４日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５４７，８００ ３，３２９，０００ ３，８７６，８００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４４８，５００ ３，３７３，３００ ３，８２１，８００

差引増減 ９９，３００ △４４，３００ ５５，０００

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（２件）し、当該車両

及び相手方車両の毀損があり、県に多額の損害を与えた。

（措置の内容）

１ 平成２６年度末時点で３，８７６，８００円（３６名）の収入未済額があり、納

入促進対策として、滞納者に対し、定期的に戸別訪問等による納入督

促を行い、滞納繰越金の約１１．８％、４５８，２００円（１７名）の納入があり、

併せて１６６，４００円（１名）の不納欠損処理を行った。また、平成２７年

度現年度分の収入未済額が５５４，４００円となったことから、平成２７年度

末現在の収入未済額は、前年度に比べ７０，２００円減の３，８０６，６００円とな

った。

今後とも引き続き納入督促を行い、滞納整理を図って参りたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

等での催告、連帯保証人への協力依頼などにより強力に納入指導を実

施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請求し、

訴訟を提起することとしている。

２．１ 指摘事項に対する改善状況

� 事故後の措置

� 平成２６年７月８日発生の交通事故

本件事故は公務執行中公道上で発生したもので、職員による追

突であり、相手方に責任はないと判断し、過失割合を県側１００％、

相手側０％で示談とした。

県が相手側に与えた損害に対する責任額（人的損害額３５，０３４円、

物損損害額２３４，５４４円：合計２６９，５７８円）は、県加入保険で全額支

払った。

県の車両の損害額（２８７，７５５円）は、相手方の負担責任額はな

く、県が車両保険に加入していないため、県費支出した。

なお、職員に故意又は重大な過失は認められないため、本人に

求償は行っていない。

� 平成２６年１０月３日発生の交通事故

本件事故は公務執行中公道上で発生したもので、職員が街路樹

に衝突した自損事故である。

街路樹の補修は、管理者（今治市）から不要との連絡があり、

賠償請求はされなかった。

県の車両の損害額（３５２，０５８円）は、県が車両保険に加入して

ないため、県費支出した。

なお、職員に故意又は重大な過失は認められないため、本人に
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求償は行っていない。

� 服務規律の徹底

当事者に対しては、今後より一層交通法規、交通道徳の遵守に心

掛け、常に安全運転、事故防止に十分な注意を払って運転するよう

指導した。

所属職員には、改めて事故防止を徹底するとともに、所内の朝礼

や課長会など、機会あるごとに交通法規の遵守や交通安全の徹底な

どを指導し、交通事故の防止に努めている。

なお、平成２７年度は、職員の交通事故連続発生に伴い、交通事故

多発緊急事態宣言による交通安全意識の喚起、事故を起こした職員

による「えひめ無事故・無違反１・２・３コンテスト２０１５」への参

加、事故防止重点月間の設定による注意喚起等を行った。

２．２ 改善の成果

服務規律の徹底を図ることにより、職員の安全運転意識が高まり、

事故防止につながっていると思われるが、残念ながら平成２７年度にお

いても、交通事故が発生しているため、引き続き、職員への注意喚起

等の種々な交通安全対策に粘り強く取り組んでいきたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３８０，６６３，９１１ １，０７７，６０４，１２２ １，４５８，２６８，０３３
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４５０，５３０，８９８ １，４５０，４２８，２７０ １，９００，９５９，１６８

差引増減 △６９，８６６，９８７ △３７２，８２４，１４８ △４４２，６９１，１３５

（措置の内容）

愛媛県徴収確保対策本部において滞納整理方針及び数値目標を策定し、

計画的な滞納整理を進めている。

滞納に対しては、早期の財産調査と速やかな滞納処分を行うこととし、

色付き封筒（赤）による一斉文書催告、預貯金・生命保険や給与等の債

権差押のほか、タイヤロックを活用した自動車差押、捜索、インターネ

ット公売による換価処分など厳正な滞納処分を実施している。生活困窮

者や差押えるべき財産がない者については、早期に執行停止を見極める

こととしている。

平成２４年度からは、愛媛県特別滞納整理班を設置して、各地方局・支

局がそれぞれ担当していた滞納案件のうち、容易に財産を発見できない

徴収困難案件と煩雑な事務を伴う公売案件を集約し、効果的かつ効率的

な滞納整理に取り組んでいる。

また、滞納額・件数が多い自動車税については、自動車税納期内納付

キャンペーン（街頭啓発等）の実施や、納税者の利便を図るためのコン

ビニ収納の導入により納期内自主納税を推進するとともに、個人県民税

についても、平成２７年度から特別徴収が完全実施（松山市を除く）され

たことから、新たに管内市町との連携強化を目的に連絡会を開催するな

ど滞納縮減に向けた取り組みを始めたところである。

今後も、税負担の公平性と県税収入の確保を図るため、納期内納付の

促進と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３，２０９，６４５ ５，９３１，９４９ ９，１４１，５９４
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，８９２，５３７ ４，１５０，６２４ ６，０４３，１６１

差引増減 １，３１７，１０８ １，７８１，３２５ ３，０９８，４３３

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，９５０，８４２ ７，０６１，４０１ ９，０１２，２４３
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，６９６，５８２ ６，１０２，８７９ ７，７９９，４６１

差引増減 ２５４，２６０ ９５８，５２２ １，２１２，７８２

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２４０，８１８ １，５３５，６６４ １，７７６，４８２
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １３３，３２８ １，５５２，３３０ １，６８５，６５８

差引増減 １０７，４９０ △１６，６６６ ９０，８２４

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については家庭訪問や電話、

文書等で納入指導を行った結果、前年度からの滞納繰越額９，１４１，５９４

円に対し、１８１，６４６円の納入があったが、平成２７年度償環分１，５７３，８１７

円が未納となったことから、平成２７年度末現在の収入未済額は１０，５３３

，７６５円となっている。

滞納者は、生活保護を受給中又は受給していた者で、厳しい生活状

況にはあるが、今後も、家庭訪問や電話、文書等により返還指導を行

い、収入の確保と収入未済額の縮減に努めたい。

２ 本特別会計における貸付金償還金については、貸付申請時に借主

（連帯借主）に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画の指導を行

うとともに、貸付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還

指導の依頼通知を行うほか、償還開始直前には借主に償還が始まる旨

を通知し、口座振替を勧めるなど納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状・催

告書の送付や滞納状況の通知、電話や訪問による督促を行うとともに、

連帯保証人に対しては、借主に対する返済の働き掛けの依頼や、連帯

保証人自身からの償還など、可能な範囲での支援を要請し、滞納額の

縮減に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額１０，７８８，７２５円に対し、１，２８６，４９

３円の納入を得ることができた。

しかしながら、償還者の疾病や不安定な雇用状況等から生活に困窮

し、償還が困難となる者が多く、平成２７年度現年度分２，０２３，７０５円が

未収となったことから、平成２７年度末の収入未済額は、１１，５２５，９３７円
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となっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴うも

の。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

Ａ社の契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息については、平成１７

年３月２３日に調定し、納入通知書を郵送したが、代表者が所在不明のた

め返送された。以降も所在不明となっている。

会社及び代表者名義の土地や建物は、全てＢ社に抵当権を行使され、

競売されたため残っていない。

法人登記簿上は会社が存続していることから、今後も、未収債権の縮

減に向けた全庁的な取組みの下、愛媛県債権管理マニュアルに基づき債

権回収に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ６，７４９，９００ ２３，２８２，６３７ ３０，０３２，５３７
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ７，０６２，８００ ２６，４１９，５６７ ３３，４８２，３６７

差引増減 △３１２，９００ △３，１３６，９３０ △３，４４９，８３０

２ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２１年度及び２２年度 ２者 ８３，０４４ 平成２６年度決算によ
る

３ 職員の不注意により公用車による事故が発生（３件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 平成２６年度末における県営住宅貸付料滞納分（３０，０３２，５３７円）につ

いては、愛媛県県営住宅家賃滞納整理要領及び愛媛県県営住宅指定管

理者業務仕様書に基づき、本人に対する督促状の送付、電話や訪問に

よる督促、呼出しによる納付指導を行うとともに、保証人に対する納

付指導依頼を行うほか、債権回収業者への収納業務委託により滞納の

解消に努めている。

この結果、平成２７年１０月末日現在において、４，６３０，２００円の納付が

あったが、今後とも住宅貸付料の納期限内収入に留意するとともに、

滞納繰越分についても収入確保に努めたい。

なお、平成２５年度において、２１，０２６，６１０円、平成２６年度において４，

３２２，３００円の不納欠損処分を行っている。（平成２１～２４年度は債権回

収業者への収納業務委託成果観察のため不納欠損処分を一時中止。）

２ 平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＡ社は、契約工期内に代表

者の所在が不明となり、所在不明のまま、平成２１年９月１１日工事請負

契約を解除した。その後、平成２３年４月末、代表者の所在が判明した

ため、平成２３年５月２４日督促、平成２３年１１月１７日文書催告、平成２４年

３月１５日訪問催告、平成２４年１１月３０日、平成２５年４月１９日、平成２５年

９月１７日及び平成２６年３月５日に文書催告、平成２６年度は７月１１日に

文書催告、その後電話催告及び３月１１日に文書催告を実施したが、債

権回収には至っていない。

平成２２年度延滞利息の納入義務者であるＢ社は、平成２３年８月１１日

に破産手続開始となったが、平成２４年１月１２日に開催された債権者集

会において、破産管財人から「破産手続の費用を支弁するのに不足し

ている。」との説明があった。

なお、同社は、平成２４年２月７日に破産手続廃止の決定確定、同８

日付けで登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

今後も、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理を行

いたい。

３ 職員が公用車を運転する機会が非常に多い職場であることから、平

素から職員には交通法規の遵守、体調管理に万全を期すよう指導して

いるところであるが、今後このような事故が発生しないよう、なお一

層安全運転の徹底を促し、交通事故防止に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

� 万 高 原 土 木 事 務 所 平成２７年７月２３日

（監査の結果）

収入未済の違約金及び前払金余剰額に対する利息（いずれも工事請負

契約の解除に伴うもの）について、適切に債権管理されたい。

（違約金）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２７０，１００ 平成２６年度決算によ
る

（利息）

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２６年度 １者 ２４７，８８５ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

平成２６年度違約金及び前払金余剰額に対する利息の納入義務者である

Ａ社は、契約工期内の平成２６年６月２７日に工事続行不能届の提出があり、

同日、工事請負契約を解除した。

その後、平成２６年９月１１日 管轄の地方裁判所において破産手続が開

始されたため、平成２７年１月３０日付けで、当該収入未済を破産債権とし

て届出書を提出した。現在は、破産管財人により不動産等の換価が行わ

れている。

今後も、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切な債権管理を行い

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 県 民 課 平成２７年７月２７日
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（監査の結果）

扶養手当について、異動先の所属において、平成２３年度から平成２５年

度までの間、当局に所属していた職員に対する過支給２５０，７３８円が判明

したので、今後同様の事案が生じないよう、各所属に対して、所属する

職員に対して扶養手当に関する定めを定期的に研修するなどして周知徹

底させるとともに、認定を行った後においても、扶養親族に係る扶養の

実態等について、職員に報告させたり関係書類の提出を求めるなどして、

実情の把握に努めるよう指導されたい。

（措置の内容）

各所属へ誤りやすい認定事例等を送付し、各所属職員が扶養手当の基

本的な要件を認識し、手当の不適正な受給が発生しないよう、定期的に

研修等を実施するなどにより、今後とも、より一層不適正受給の未然防

止に努めるよう周知した。

また、各所属に対し、扶養手当受給者の扶養手当認定簿（写）を配付

のうえ、内容確認依頼を行い、今後手当の不適正な受給が発生すること

のないよう、所属職員へ手当の支給要件等について周知のうえ、扶養の

状況に異動が生じた場合は速やかに届出するよう、適切な指導を依頼し

た。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２７年７月２７日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９０，７７１，６１０ １５２，１６１，６５６ ２４２，９３３，２６６
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ８５，８１７，６６７ １９６，１５９，７７０ ２８１，９７７，４３７

差引増減 ４，９５３，９４３ △４３，９９８，１１４ △３９，０４４，１７１

（措置の内容）

平成２７年度現年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペー

ン（街頭啓発）やコンビニ収納・口座振替の推進などによる納期内自主

納税の促進に努め、さらに、差押・タイヤロック等積極的な滞納処分を

実施したほか、個人県民税の特別徴収の完全実施などの取組による個人

県民税収入未済額の大幅減少もあり、出納閉鎖時の未収金は５９，９０２，３４２

円となり、前年度に比べて３０，８６９，２６８円減少した。

平成２７年度滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基づ

き計画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化月間の設定、差押

の早期着手と換価処分の促進、局独自文書催告など徴収確保に努め、本

局管内（平成２４年度から）及び支局管内（平成２６年度から）において取

り組んでいる「県・市町税務職員の相互併任」による個人県民税等の滞

納案件に係る徴収確保等により、平成２６年度に繰越した未収入金２４２，９３

３，２６６円は平成２８年３月３１日現在１２１，３２１，３４８円となり、１２１，６１１，９１８円

減少した。

これらの取組の結果、現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、

平成２６年度末の２４２，９３３，２６６円から平成２７年度末には１８１，２２３，６９０円とな

り、６１，７０９，５７６円、２５．４０％の減少となっている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、納期内納付の促

進と収入未済額の縮減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２７年度 ５９，９０２，３４２ １２１，３２１，３４８ １８１，２２３，６９０
平成２８年
５月３１日
現在

２６年度 ９０，７７１，６１０ １５２，１６１，６５６ ２４２，９３３，２６６
平成２７年
５月３１日
現在

差引増減 △３０，８６９，２６８ △３０，８４０，３０８ △６１，７０９，５７６

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部
平成２７年７月１５日
平成２７年７月２７日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，０７５，５１４ ９，３９５，３１１ １０，４７０，８２５
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４３４，８０３ ９，２８５，５０８ ９，７２０，３１１

差引増減 ６４０，７１１ １０９，８０３ ７５０，５１４

（地域福祉課）

２ 母子父子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金

償還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一

層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５，９９９，６１６ １７，１９２，５７９ ２３，１９２，１９５
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ５，７６６，６６４ １３，９３４，０１９ １９，７００，６８３

差引増減 ２３２，９５２ ３，２５８，５６０ ３，４９１，５１２

（地域福祉課）

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３１７，３４６ ２，３９２，６１６ ２，７０９，９６２
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ３７９，０４４ ２，１５７，２５３ ２，５３６，２９７

差引増減 △６１，６９８ ２３５，３６３ １７３，６６５

（地域福祉課）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５０２，６９７ ９５４，３６９ １，４５７，０６６
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ４０８，７７４ ７０５，９６５ １，１１４，７３９

差引増減 ９３，９２３ ２４８，４０４ ３４２，３２７

（八幡浜支局福祉室）
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（措置の内容）

１ 平成２６年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が１０，４７０，８

２５円であったが、納入指導を行った結果、平成２８年３月末までに未納

額が８０３，０６６円減額となり、最終未納額は９，６６７，７５９円となった。

未納者は３４名であり、うち１９名は保護を廃止、残り１５名は保護中で

ある。

保護を廃止した１９名及び保護中の１５名については、継続して返還指

導してまいりたい。

なお、平成２７年度の現年度分の生活保護費戻入金については、次の

とおりとなっている。

平成２７年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２８年５月３１日現在

２７年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

６，６８２，３９６円 ５，９２４，６７２円 ７５７，７２４円 ８８．７％

未納者２４名

２ 収入未済額の縮減を図るため、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）

に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画指導を行うとともに、貸

付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知

を行うほか、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど、期

限内納付の促進に努めた。

なお、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による継続的な償還指導を行うとともに、連帯保証人

に対しては、借主に対する返済の働き掛けや可能な範囲での支援を要

請するなど、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額２５，９０２，１５７円は、平成２８年３月

３１日現在で３，０７８，２４９円の償還があり、滞納者１０４名中１４名が償還済み

となったほか、３６名からは一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況等から、生活困窮者、多重

債務者など依然として償還困難者が多く、平成２７年度現年度分を加え

た出納閉鎖時（Ｈ２８．５．３１）の償還未済額は２９，０７１，７３９円（現年度

分６，２４７，８３１円、滞納繰越分２２，８２３，９０８円）となっている。

今年度新たな取り組みとして、滞納者への催告書の送付をすること

にしているなど、今後とも、夜間の電話指導・訪問指導や就労情報提

供等を積極的に推進し、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努

めてまいりたい。

また、子育て支援課及び他地方局と償還未済で回収困難な債権につ

いては、債権放棄に関する手続きを検討することとしている。

３ 平成２６年度末において収入未済額が１，４５７，０６６円あり、訪問や電話

等による納入指導を行った結果、平成２８年３月末までに３名から、１０

２，６９２円納入され、未納額は１，３５４，３７４円となった。

未納者は１０名であり、うち４名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２７年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

平成２７年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２８年５月３１日現在

２７年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

４，６５４，６８４円 ３，８８６，６１０円 ７６８，０７４円 ８３．５％

未納者８名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２７年７月１５日

（監査の結果）

収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの）について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 １９１，７７５ 平成２６年度決算によ
る

（八幡浜支局森林林業課）

（措置の内容）

愛媛県債権管理マニュアルに基づき、平成２３年４月６日から毎週催告

（電話・訪問・文書）を行った結果、計４８回（毎月５，０００円＋最終回６，７

７５円）の分割納付を認め、平成２４年３月２７日に第１回目の分割金５，０００

円が納付された。

その後、１２月末までの納付（１０回目）を確認しているが、平成２５年１

月以降の納入がないので、毎月自宅に訪問し、滞納状況を記した文書を

添えて、納入通知書を届け催告している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２７年７月２７日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一

層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ８１８，２００ ４８４，２００ １，３０２，４００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ８０３，５００ ７６９，４００ １，５７２，９００

差引増減 １４，７００ △２８５，２００ △２７０，５００

（措置の内容）

平成２６年度末時点で１，３０２，４００円（１９名）の収入未済額があったが、

滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付・呼出し・訪問等納付指導

等に努めた結果、現年度分（平成２６年度分）５３１，４００円（１６名）、滞納

繰越分（平成２４年度分）５８，２００円（１名）の計５８９，６００円の納付があり、

収入未済額は７１２，８００円（２名）となっている。

収入未済額のうち滞納繰越分（平成１９年度分、２０年度分）２８２，０００円

を滞納している１名については、退去者分であり、本庁において収納業

務を外部委託していたが、平成２４年度から管理期間が１年を超えたもの

については、委託業者から県に返却されることとなったため、現在、建

設部管理課で督促を行っている。

また、平成２６年度分２８６，８００円、平成２５年度分１４４，０００円を滞納してい

る１名については、再三、督促及び納付指導を行ったが、納付の見込み

がないため、明渡し手続きを実施し、平成２７年４月に入居許可の取り消

しを行い、平成２８年３月に強制退去させたため、現在の入居者で平成２６

年度以前の住宅貸付料を滞納している者はいない。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めて参りたい。

区分 現 年 度 分
（２６年度）

滞納繰越分
（２５年度以前） 計 備考

２６年度 ２８６，８００ ４２６，０００ ７１２，８００
平成２８年
５月末現
在
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成２７年７月１５日

（監査の結果）

扶養手当について、異動先の所属において、平成２３年度に当所に所属

していた職員に対する過支給（期末手当に係る金額を含めて２５０，７３８円）

が判明したが、当該職員から扶養親族の死亡の連絡を受けた際に、職員

の給与等に関する規則第７条に基づく届け出を行うよう指示していたな

らば、このような事態は発生しなかったものである。

したがって、今後同様の事案が生じないよう、所属する職員に対して

扶養手当に関する定めを定期的に研修するなどして周知徹底するととも

に、扶養親族に係る扶養の実態等について、職員に報告させたり関係書

類の提出を求めるなどして、実情の把握に努められたい。

（措置の内容）

現職員の扶養手当を含む各種手当の関係書類を調べなおし、現時点で

間違いがないことを確認した。

また、所内係長以上を対象の会議において、扶養手当を含む各種手当

の受給要件の研修を行うと共に、全職員に対しても研修内容を周知した。

今後は、４月の異動時に、転入者を含めた全職員に「扶養手当認定簿

（写）」を配布し、本人確認を求めることとともに、併せて住居手当、

通勤手当についても同様の確認を行うほか、年度初めの係長以上対象の

会議や全職員への研修会の席上及び回覧にて各種手当の受給要件等につ

いて定期的に周知することとした。

さらに、出産、死亡、転居等の事案が生じたときは、担当との連携を

強化し、その都度チェックができるようにしたところであり、今後は各

種手当の認定にあたって遺漏のないよう事務処理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２７年７月１５日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ９６，３００ ３８３，２００ ４７９，５００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １５８，４００ ３８８，７００ ５４７，１００

差引増減 △６２，１００ △５，５００ △６７，６００

（措置の内容）

平成２６年度から平成２７年度に繰り越された４７９，５００円については、平

成２７年度中に行った督促及び不納欠損により、１１３，２００円減少し、３６６，３

００円となった。

また、平成２７年度末に新たに発生した収入未済額２７５，９００円について

は、出納閉鎖後も粘り強い督促等を続けている。

この結果、平成２８年６月２２日現在の収入未済額は、５６３，２００円となっ

ている。

今後も、粘り強く督促を続け、収入未済額の縮減及び納期限内の収入

確保に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２７年度 ２７５，９００ ３６６，３００ ６４２，２００

２６年度 ９６，３００ ３８３，２００ ４７９，５００平成２８年
５月３１日
現在

差引増減 １７９，６００ △１６，９００ １６２，７００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー
（ 旧 中 央 児 童 相 談 所 ）

平成２７年４月２３日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ５，４７９，７９０ ２６，６７２，７２０ ３２，１５２，５１０
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ５，２７７，３７０ ２６，８２３，９３０ ３２，１０１，３００

差引増減 ２０２，４２０ △１５１，２１０ ５１，２１０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対し、措置の

際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童福

祉施設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、所内に滞納整理班を設け、

四半期毎に徴収会議を開催するほか、個別滞納整理表の作成により滞納

者の生活状況等の把握と徴収可能な債務者の選別を行い、臨戸訪問等に

よる重点的な滞納整理に努めた。

今後とも、保護者との連絡を密にし、収入の確保に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２６年１１月３０
日現在

平成２６年度末現
在（平成２７年度
への繰越額）

平成２７年１１月３０
日現在

２６年度現年分 ５，２０３，４７０ ５，４７９，７９０ ５，３３４，１５０

２６年度
滞納繰越分 ２１，６９１，８００ ２６，６７２，７２０ ２０，５７０，８６０

計 � ２６，８９５，２７０ ３２，１５２，５１０ ２５，９０５，０１０

２７年度現年分� － － ４，８１３，３６０

合計（�＋�） ２６，８９５，２７０ ３２，１５２，５１０ ３０，７１８，３７０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東予子ども・女性支援センター 平成２７年５月１９日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２，３１０，０８０ ９，８２２，８６１ １２，１３２，９４１
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ２，２１０，３４１ ９，４７６，９２０ １１，６８７，２６１

差引増減 ９９，７３９ ３４５，９４１ ４４５，６８０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２７年５月１９日

（監査の結果）

子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入未

済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ７４４，０９０ ３，６３７，７８１ ４，３８１，８７１
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，３１１，５４３ ３，２５６，６９６ ４，５６８，２３９

差引増減 △５６７，４５３ ３８１，０８５ △１８６，３６８

（措置の内容）

子ども療育センター利用料金については、保護者等に対し、施設サー

ビス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明するな

どして、納期限内の収入確保に努めた。

また、滞納となった者については、督促状・催告書の送付や電話催告

のほか、来所の機会（夜間・休日を含む）による直接面談を行い、早期

納入について指導するなど収入未済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、収入未済額の縮

減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層努め

たい。

区 分

収入未済額（円）

平成２６年度へ
の繰越額（平
成２５年度末現
在）

平成２７年１０月
３１日現在 差引増減 備考

滞
納
繰
越
分

平成１８年度～
平成２５年度分 ３，６３７，７８１ ３，６３７，７８１ ０

平成２６年度分 ７４４，０９０ ５３７，７１１ △２０６，３７９

計 � ４，３８１，８７１ ４，１７５，４９２ △２０６，３７９

現年度分
（平成２７年度分）� － ７２５，２７８ ７２５，２７８

合計（�＋�） ４，３８１，８７１ ４，９００，７７０ ５１８，８９９

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 林 水 産 研 究 所 平成２７年５月１３日

（監査の結果）

収入未済の食卵委託販売契約に係る生産物売払収入について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２５年度 １者 １，３６６，４８４ 平成２６年度決算によ
る

（畜産研究センター養鶏研究所）

（措置の内容）

債務者であるＡ組合の民事再生計画認可決定が、平成２７年３月２０日に

確定し、債権額１，３６７，３２６円（食卵代金１，３６６，４８４円＋延滞利息８４２円）

は１２０，２７８円（食卵代１１９，４３６円＋延滞利息８４２円）に減額され、同額が

平成２７年５月２０日弁済された。

なお、債権残額１，２４７，０４８円については、愛媛県債権管理マニュアル

に基づき適正に管理してまいりたい。

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状の送付をするとともに、

徴収会議において未納者の状況を把握し、電話催告、戸別訪問を実施し、

収入未済額の縮減に努めている。

今後とも、負担金の適時・適切な収入に留意するとともに、滞納繰越

分については、面接やケース訪問時を利用して保護者との連絡を密にし、

期限内納入の啓発に努めるとともに、効果的な督促を行い収入の確保に

努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成２６年１２月３１
日現在

平成２７年度への
繰越額（平成２６
年度末現在）

平成２７年１２月３１
日現在

平成２６年度分 １，８０８，６６０ ２，３１０，０８０ ２，２１４，１２０

滞納繰越分 １０，３８９，４５１ ９，８２２，８６１ ９，８０８，３６１

計 � １２，１９８，１１１ １２，１３２，９４１ １２，０２２，４８１

平成２７年度分� － － １，４５３，３６０

合計（�＋�） １２，１９８，１１１ １２，１３２，９４１ １３，４７５，８４１

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南予子ども・女性支援センター 平成２７年５月２２日

（監査の結果）

児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 １，８４８，１８０ ４，３４９，３３０ ６，１９７，５１０
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，８０５，２５０ ３，０６２，４９０ ４，８６７，７４０

差引増減 ４２，９３０ １，２８６，８４０ １，３２９，７７０

（措置の内容）

児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措置

の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、１２月に催告書を送付す

るとともに、徴収会議を四半期毎に開催し、未納者の状況把握と徴収可

能な債務者の選別を実施、訪問または電話による重点的な納入催告に努

めた。

その結果、平成２７年度に繰り越した未収金６，１９７，５１０円の内、平成２７

年１２月末現在９６，４００円を収納し、４５１，９００円を不納欠損処理した。

今後とも、負担金の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越

分についても、保護者との連絡を密にし、効果的な督促に努め、その縮

減に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

平成２７年度への繰越額
（平成２６年度末現在） 平成２７年１２月３１日現在

平成２６年度分 １，８４８，１８０ １，８２１，１８０

滞納繰越分 ４，３４９，３３０ ３，８２８，０３０

計 � ６，１９７，５１０ ５，６４９，２１０

平成２７年度分� － １，４９９，１４０

合計（�＋�） ６，１９７，５１０ ７，１４８，３５０
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 平成２７年２月９日

（監査の結果）

平成２５年度のバックネット外修繕契約について、風圧力に対する安全

度を検討しないまま、鋼管柱（８．９ｍ）をテニスコート防球フェンス改

修工事において先に施工した主柱（４ｍ）及びそのコンクリート基礎に

一体化させるように施工したため、主柱及び基礎の所要の安全度が確保

されていないものとなっていた。

先に施工した構造物の安全度に影響を与えるような施工をする際は、

事前に安全度を十分検討されたい。

（措置の内容）

定期監査にて指摘を受けたことから、八幡浜工業高等学校が平成２６年

１２月上旬に高校教育課と対応を協議し、同課から委託料の予算令達を受

け、平成２７年１月１５日にＡ社と「防球ネット柱改修工事設計業務等委託

契約」を締結、同年２月５日に、防球ネット柱改修工事設計書を作成。

その後２月２３日にＢ社と同工事の契約を締結して、３月２０日に施工完了

し現在は安全を確保している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２７年８月２５日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ２，３３６，０００ ５，６３０，３５６ ７，９６６，３５６
金額は各
年度の決
算による

２５年度 １，９５１，０００ ８，１２９，３５６ １０，０８０，３５６

差引増減 ３８５，０００ △２，４９９，０００ △２，１１４，０００

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２６年度 ３５８，２００ １，６３３，４００ １，９９１，６００
金額は各
年度の決
算による

２５年度 ５１０，１００ １，７０２，７００ ２，２１２，８００

差引増減 △１５１，９００ △６９，３００ △２２１，２００

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び１９年度 ２者 ８０９，０００ 平成２６年度決算によ
る

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（１２件）し、当該車

両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 放置違反金について、納付期限内の収入確保と収入未済額の縮減に

向けた対策として、督促状や催告書の送付をはじめ、電話による催促、

滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接、所在不明者への追跡調

査の強化、会計員を活用した訪問時における現金徴収及び財産調査に

基づく預金口座の差押え等を積極的に実施した結果、平成２６年度未収

金７，９６６，３５６円が、平成２７年１２月末現在で３，９２０，３５６円となり、４，０４６，

０００円減少した。

今後も、訪問による催促活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

２ 延滞金（放置違反金に伴うもの）について、納付期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に向けた対策として、督促状や催告書の送付をは

じめ、電話による催促、滞納者の住居地や勤務地へ直接赴いての面接、

所在不明者への追跡調査の強化、会計員を活用した訪問時における現

金徴収及び財産調査に基づく預金口座の差押え等を積極的に実施した

結果、平成２６年度未収金１，９９１，６００円が、平成２７年１２月末現在で１，０３９

，２００円となり、９５２，４００円減少した。

今後も、訪問による催告活動や所在不明者の追跡調査及び差押え等

の滞納処分を積極的に実施し、収入未済額の縮減に努めたい。

３ 損害弁償金の収入未済額のうち、平成１７年度調定分（収入未済額４２

４，０００円）については、平成１７年１０月に発生の拾得金詐欺事件に係る

損害弁償金であるが、平成２６年度までに損害弁償金５１９，０００円のうち

９５，０００円が収納されている。

債務者は刑務所に収監されていたが、平成２６年７月に出所したため

状況を確認したところ、生活に困窮し生活保護を受けている状況であ

り、現在は損害弁償金を納付できないとのことであるが、定期に連絡

を行い債務承認について記録化するなど、債権の時効による消滅防止

に努めている。

平成１９年度調定分（収入未済額３８５，０００円）については、平成１９年

６月に発生の本部庁舎損壊事件に係る損害弁償金であるが、平成２６年

度までに損害弁償金９２４，０００円のうち、５３９，０００円が収納されている。

債務者とは都度面談して納入意志は確認しているものの、生活に困

窮し生活保護等を受けている状況であり、現在は損害弁償金を納付で

きないとのことであるが、定期に連絡を行い債権承認について記録化

するなど、債権の時効による消滅防止に努めている。

４ 職員の警察車両による交通事故の防止を図るため、平成２６年４月の

組織改編により、警察本部の警務部教養課に「安全運転指導係」を新

設し、職員に対する指導教養を徹底するとともに、次のような交通事

故防止対策を推進している。

� 警察署等での交通事故防止教養、若手警察官に対する運転訓練、

初任科生対象の二輪車運転教養・検定などを実施。

� 警務免許（公用車運転免許）取得者に対する運転教養・訓練のた

め、運転免許センターにおいて、土曜日の終日、運転の基礎教養を

実施。

� 安全運転指導者の育成のため、安全運転実技指導者専科を新設し、

警察学校に５日間入校させ、運転に関する知識・技能及び指導要領

の修得を行う専科を実施。

� 交通事故再発防止対策として、本部主管課幹部による現地指導、

交通事故惹起者に対する運転教養・訓練、レポート作成などを実施。

� 職員の交通事故発生状況と特徴等を分析し、「安全確認の厳守」

や「降車誘導の徹底」など職員の交通事故防止意識を高めるため、

教養資料を定期的に発出。

� 職員一人一人の運転技能に応じた個別指導を強化し、交通事故防

止に対する「意識付けの徹底」や「指導・訓練の強化」を推進し、

「職員事故ゼロ」を目指している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成２７年２月１０日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。
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５ 車両点検の徹底

研修会での車両一斉点検の実施のほか、朝礼終了後、車両責任者等

による公用車両の日常点検を実施し、車両の適正な管理の徹底を図っ

ている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 南 警 察 署 平成２７年２月１２日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（５件）し、当該車両

の毀損があった。

（措置の内容）

職員の警察車両による交通事故については、次の施策により事故の防

止を図っている。

� 指導教養の徹底

朝礼、定例研修会等において、幹部からの交通事故防止教養を継

続的に実施している。

� 交通事故防止意識の高揚

朝礼における「交通事故防止の運転５則」の唱和を行うほか、

「事故防止のための各種原則」等の交通事故防止に関する教養資料

を全署員へ配布している。

� 公用車の整備点検

朝礼終了後、日常点検整備を行い異常の有無を確認するとともに、

随時、目視点検、洗車を行い公用車両の適正管理に努めている。

� 交通事故防止重点期間の策定

５月中を職員の交通事故ゼロ月間と定め、運転操作訓練や交通事

故防止教養を重点的に実施している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 平成２７年３月１８日

（監査の結果）

収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ２７５，０００ 平成２６年度決算によ
る

（措置の内容）

平成２３年３月に発生の公用車両損傷に係る損害弁償金であるが、平成

２６年度までに損害弁償金３８４，６５７円のうち１０９，６５７円が収納されている。

債務者に対し電話による支払催促及び督促を頻繁に行い、少額毎では

あるが収納できているので、今後も返済が滞ることのないよう連絡を密

にし、可能な限り早期の収納に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２７年６月１２日

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２７年６月８日

今治地区工業用水道管理事務所 平成２７年６月１０日

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７８９，９３１ 平成２６年度決算によ
る

２ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両並びに相手方工作物及び車両の毀損があった。

（措置の内容）

１ 平成１８年６月に発生の公用車両損傷に係る損害弁償金であるが、平

成２６年度までに損害弁償金７９９，９３１円のうち１０，０００円の収納となって

いる。

債務者は損害弁償金の一部を納付後、一時所在不明となり追跡調査

を続けていたが、平成２７年７月に他県の警察署において逮捕勾留中で

あることが判明したため、支払催促を行ったものの現在は納付できる

状況ではないとのことであり、支払誓約書を徴取したものである。

今後も定期的に連絡を取りつつ資産の調査等も実施し、可能な限り

早期の収納に努めたい。

２ 職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施し

ている。

� 指導教養の徹底

朝礼等において、職員の交通事故発生状況及び事故形態分析によ

る再発防止を含めた交通事故防止教養等を反復継続して実施してい

る。

� 交通事故防止意識の高揚

幹部会議及び小集団による交通事故防止に関する検討を行い、職

員一人一人の事故防止意識の高揚に努めている。

また、朝礼において職員による交通事故体験に関する３分間スピ

ーチを行い職員相互の事故抑止に向けた意識改革を行っている。

� 公用車の整備点検

朝礼終了後、幹部立会のもと公用車両の日常点検を実施し、車両

管理の徹底を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 西 警 察 署 平成２７年３月１８日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（４件）し、相手方の

人的被害があったほか、当該車両及び相手方車両の毀損があった。

（措置の内容）

職員の警察車両による交通事故については、次の施策で事故防止を図

っている。

１ 事故防止教養の徹底

朝礼、課長会議等において、幹部からその日の天候等を踏まえた交

通事故防止の教養、事故統計に基づいた再発防止に対する教養、防衛

運転の励行を継続して実施し、職員への浸透を図っている。

２ 事故防止意識の高揚

事故分析や防止策に関する資料を署員に電子回覧しているほか、朝

礼時に、交通事故防止に関する一口講話や交通事故防止の遵守事項の

唱和等を実施している。また、係長以下全職員が班に分かれ交通事故

防止等をテーマにした検討会、失敗事例等を基にした中高年職員によ

る伝承教養を実施するなど、職員の交通事故防止意識の高揚を図って

いる。

３ 事故防止訓練の実施

若手警察官に対して、免許センターの試験コースを利用した四輪車

及び二輪車の運転訓練を実施し、交通事故を未然に防止するとともに

運転技術の向上を図っている。

４ 同乗者による確認の徹底

走行時による安全確認や後退時による確実な誘導の徹底について教

養し、お粗末事故等の事故防止に努めている。
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西条地区工業用水道管理事務所 平成２７年６月８日

中 央 病 院 平成２７年６月１２日

今 治 病 院 平成２７年６月１０日

南 宇 和 病 院 平成２７年６月５日

新 居 浜 病 院 平成２７年６月１０日

（監査の結果）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定している。

しかしながら、実績給水率（契約給水量に対する実績給水量の比

率）は依然として低調であることから、給水契約の維持や新規需要

の開拓など、事業の安定を持続させるための取組とともに、浄水場

を共同利用している今治市が、その移転計画を表明しているため、

将来的な事業運営について、引き続き真摯に同市と協議を進められ

たい。

西条地区工業用水道事業については、前年度に引き続き純利益を

計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると２１８億円の借入

残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、引き続き

企業立地の促進等による新規需要の開拓等に努力を払われたい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は県内企業１社に

約８，５００㎡を売却したが、今後とも未処分地約１１万㎡の早期売却等

に努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、適切な債権管理と早期回収

に、引き続き努められたい。

（平成２７年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ６７６，４１３ １，８２９，５２０ ２，５０５，９３３

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ２，２８９，５９１ １，８２９，５２０ ４，１１９，１１１

２ 病院事業

� 経営成績について、当年度の患者数は、ほぼ前年並みであったが、

中央病院における患者一人当たりの診療収入の増加等により医業収

益が増加したことから、経常利益は前年度を６億８，８３１万円上回る

８億１，８３４万円を計上した。

しかしながら、改正後の地方公営企業会計基準（以下「新会計基

準」という。）の適用に伴う退職給付引当金７２億５，０７９万円や中央

病院旧本院等の取り壊しに伴う除却損１５億５，７０２万円など、多額の

特別損失を計上した結果、当年度の決算については、９１億９，９９２万

円の純損失を計上した。

このため、累積欠損金は、新会計基準の適用に伴う資本剰余金か

らの補てん額４１億円を差し引いても、前年度から５１億円増加した２３

３億円余となっている。

また、一般会計等からの長期借入金１０２億円や新会計基準の適用

に伴い企業債３４６億円を資本から負債に振り替えたことなどにより、

債務超過の状況になるなど、依然として厳しい財政状態が続いてい

る。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しい状況に

あると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病院が地域の

中核病院として県民医療の確保を図りながら、引き続き経営健全化

に取り組まれたい。

その取り組みにあたっては、平成２７年３月に国が示した「新公立

病院改革ガイドライン」に従い、本県の地域医療構想を踏まえた各

県立病院が果たすべき役割を明確にした上で、機能強化策を含めた

次期経営計画を早急に策定されたい。

� 今治・南宇和・新居浜病院の一部の診療科では医師が不足してい

るが、公立病院の使命である地域医療の確保を図り、かつ、病院事

業の一層の経営健全化に資するため、今後とも大学医学部や他の医

療機関との連携強化に引き続き取り組むとともに、愛媛県地域医療

医師確保奨学金貸与制度を利用した卒業生の配置・育成策について

関係機関と一体となって検討するなど、さらなる医師確保の対策を

講じ、診療科の維持に努められたい。

また、良質な医療を提供するため、現在の医師の年齢構成を踏ま

え、臨床研修医を含めた若手医師への指導のあり方について検討さ

れたい。

さらに、入院患者に対する看護体制の充実を図るとともに、診療

報酬の看護配置基準の引上げによる医業収益への寄与も期待される

ことから、待遇の改善等を含めた看護師の確保・定着策についても

引き続き検討されたい。

� 中央病院は、ＰＦＩ手法による建替えを行い、平成２５年５月には

診療を開始し、当年度は、残る利便施設や職員宿舎などの施設整備

の完了により、平成２６年１２月１日にグランドオープンした。

そして、この手法の導入効果について、医療経営コンサルタント

会社に委託して検証を行ったところである。

ＰＦＩ手法による中央病院の運営は、平成４５年３月３１日までの長

期間にわたるものの、それを開始してから日が浅いことから、まず

は、導入効果検証により提言のあった内容を吟味した上で改善すべ

き点は速やかに改善するとともに、今後、毎年度行う運営モニタリ

ングに加え、数年に一度の頻度で定期的に効果の再検証を行いなが

らＰＤＣＡサイクルを構築するほか、これを長期間にわたって運用・

管理していくために、運用マニュアルなどの整備や人材育成の方策

を検討するなどして、同手法の導入目的・効果を十分に発現させ、

地域の基幹医療施設として継続的に良質な医療が提供できるよう努

められたい。

� 個人医業未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き

努められたい。

（平成２７年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 ２８７，８９１，２７３ ４６，７９８，９３２ ３３４，６９０，２０５

今治病院 ３６，５６３，５４９ １４，３８６，３９７ ５０，９４９，９４６

南宇和病院 ２４，７０１，６３７ ２，４２９，３２０ ２７，１３０，９５７

新居浜病院 ４３，４９４，２４５ ７，３２３，９６５ ５０，８１８，２１０

計 ３９２，６５０，７０４ ７０，９３８，６１４ ４６３，５８９，３１８

� 医業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、より一層努

められたい。

（平成２７年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

中央病院 １，３４２，５２２ ３，１８５，７２９ ４，５２８，２５１

今治病院 １１０，０２５ ６８０，３２０ ７９０，３４５

南宇和病院 ４９，７６０ １６，１８０ ６５，９４０

新居浜病院 ２３４，６１９ ３８３，３４０ ６１７，９５９

計 １，７３６，９２６ ４，２６５，５６９ ６，００２，４９５

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、適切な債権管理と早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成２７年３月３１日現在 単位：円）
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区 分 個人医業未収金
�

医業外未収金
�

未収金合計
�＋�

旧三島病院 １６，２７９，７１４ ５０，９２０ １６，３３０，６３４

旧北宇和病院 ５，２３７，１７０ ８９１，７６３ ６，１２８，９３３

計 ２１，５１６，８８４ ９４２，６８３ ２２，４５９，５６７

（措置の内容）

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、主要な施設を共有している

今治市と、上水道事業との連携による経営改善方策について協議を

行うとともに、あらゆる角度から経営改善に積極的に取り組むこと

としている。

西条地区工業用水道事業については、経営基盤の安定化を図るた

め、「西条地区工業用水売水促進班」の活動を通じ、引き続き工業

用水の需要拡大に努めているところである。

附帯事業（土地造成事業）については、職員が東予インダストリ

アルパークの名刺を活用してＰＲ活動を行ったり、問合せのあった

企業に対し、訪問等による営業活動を行い、平成２７年度は５件の分

譲があったほか、１社については分譲に向けて、具体的に手続きを

進めているところであり、平成２８年度中には、処分が完了する見込

みとなっている。

� 西条地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２６年

度末現在 ２，５０５，９３３円）の滞納企業１社からは「支払計画書」を

徴し、業績等を聴取しながら計画書に則して分割払いにより回収を

続けており、今後も納入指導を継続し、計画どおりの回収に努めた

い。

なお、現年度未収金については、滞納企業の破産手続開始決定が

なされたことから、配当によって回収を図りたい。

今治地区工業用水道事業の給水料金未収金（納期到来分平成２６年

度末現在 １，６１３，１７８円）については、料金徴収事務を委託してい

る今治市と今後の対応について協議を行ったが、具体的な方策を見

出すことができず、未収金の回収には至っていない。

今後とも、工業用水道料金の適期収入に留意するとともに、未収

金の早期回収に努めたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２７年３月
３１日現在の未
収金

西条地区工
業用水道給
水料金

５０３，１１７ ３３，３２１ ５３６，４３８ ２，５０５，９３３

今治地区工
業用水道給
水料金

１，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８ １，６１３，１７８

計 ２，１１６，２９５ ３３，３２１ ２，１４９，６１６ ４，１１９，１１１

２ 病院事業

� 平成２８年３月に「愛媛県立病院中期経営戦略」を策定したことか

ら、同戦略に基づき、各病院及び公営企業管理局が主体となって各

種施策を進めることにより、引き続き経営健全化に取り組んで参り

たい。

� 医師確保については、各病院長が積極的な渉外活動を展開すると

ともに、特に愛媛大学医学部とは公営企業管理者が定期的な会合を

開催するなど、緊密な関係を構築している。また、愛媛県地域医療

医師確保奨学金貸与制度を利用した卒業生の配置に関しては、配置

を検討する地域医療支援センター運営委員会に公営企業管理局長や

中央病院長、新居浜病院長が委員として参画していることから、積

極的に配置要請することとしている。今後とも、関係機関と連携し

て医師確保に向けた取り組みを進め、必要な医師の確保に努めたい。

また、良質な医療を継続して提供していくためには、医療技術の

継承も重要であることから、新たな専門医制度の導入等により、若

手医師の確保・育成に努めたい。

看護師については、県民に良質な医療を安定的・継続的に提供す

るため、必要な看護師を安定的に確保し、優秀な人材を育成して定

着させることが課題であると認識しており、今後とも職員が勤めや

すい病院づくりに努めたい。

� 平成２６年度に実施した「ＰＦＩ導入効果検証」で提言された事項

については、着手できるところから対応しており、中期的に取り組

むべき事項についても、今後の課題として対応することとしている。

定期的な効果検証については他県のＰＦＩ病院の状況などを参考に

しながら対応することとしている。なお、長期に渡る事業であるこ

とを鑑みて、平成２７年度末の事業変更契約において「事業契約上の

ルールブック」を定め、県とＳＰＣとで事業実施に係る解釈に関し

ての対応方法、ルール等の取り決めを行った。また、ＳＰＣ主体で

病院の経営課題に係る「中期計画」を策定し、その中で人材育成に

ついても重点的に取り組むこととしている。今後も民間のノウハウ

を活かしてＰＦＩ手法の効果が最大限に発揮できるよう努めること

としたい。

� 平成２７年度は未収金の早期回収に向けて対応できるよう、「愛媛

県病院事業未収金取扱要領」の一部改正を行うとともに、未収金対

策マニュアルを策定し、各病院の未収金担当者に、再度、未収金の

適正な管理について注意喚起を行った。

加えて、未収金の回収業務を委託している弁護士事務所と契約更

新を行い、平成２８年度より法的措置も視野に入れた新たな回収業務

を委託した。

今後も、各病院の担当者や弁護士事務所と連携を図りながら、積

極的な回収に取り組みたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２７年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 ２７７，６６７，４８４ ５１，６５０，７６２ ３２９，３１８，２４６ ３３４，６９０，２０５

今治病院 ３５，４９４，０８４ １２，３６３，６１６ ４７，８５７，７００ ５０，９４９，９４６

南宇和病院 ２２，６９５，４０７ １，８７１，１８０ ２４，５６６，５８７ ２７，１３０，９５７

新居浜病院 ４３，１７６，９２１ ６，５１３，８９０ ４９，６９０，８１１ ５０，８１８，２１０

計 ３７９，０３３，８９６ ７２，３９９，４４８ ４５１，４３３，３４４ ４６３，５８９，３１８

� 医業外未収金についても個人医業未収金と同様に、各病院の担当

者や弁護士法人と連携を図りながら、積極的な回収に取り組みたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

平成２７年３月
３１日現在の未
収金

中央病院 １，３４７，５５３ ７９２，８０９ ２，１４０，３６２ ４，５２８，２５１

今治病院 １０６，５６７ ７０，１４０ １７６，７０７ ７９０，３４５

南宇和病院 ４８，８００ １３，５００ ６２，３００ ６５，９４０

新居浜病院 ２７０，８２９ ９０，７５５ ３６１，５８４ ６１７，９５９

計 １，７７３，７４９ ９６７，２０４ ２，７４０，９５３ ６，００２，４９５

� 三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金については、既に

時効期間が経過しているが、粘り強く督促等を行うとともに、回収

不能と判断された債権については、迅速に不納欠損処分を行い、未

収金の削減に努めたい。

旧三島病院 （平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２７年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 １４，８９５，０８４ １６，２７９，７１４

医業外未収金 ４７，２４０ ５０，９２０
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計 １４，９４２，３２４ １６，３３０，６３４

旧北宇和病院 （平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 未収金 平成２７年３月３１日現在
の未収金

個人医業未収金 ５，２２３，１７０ ５，２３７，１７０

医業外未収金 ８９１，７６３ ８９１，７６３

計 ６，１１４，９３３ ６，１２８，９３３
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